
私学事業団の募金支援「受配者指定寄付金」

昭和46（1971）年大蔵省告示第62号により

「指定寄付金」となる

→ 企業等が支出した寄付金は全額損金算入ができる！
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受配者指定寄付金の利用状況

受配者指定寄付金制度の利用件数・金額は、

おおむね増加傾向！

1989年 1998年 2003年 2008年 2013年 2015年
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受配者指定寄付金 利用法人数の推移
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平成25年度（2013年度）の専修学校法人数の増は、実習用自動車一斉現物寄付の影響による
（2010年） （2011年） （2012年） （2013年） （2014年） （2015年）

受配者指定寄付金制度の利用件数・金額は、増加傾向だが

利用学校法人数は、それほど伸びていない
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寄付支援事例①

◎ 東日本大震災により被災された私立学校へ寄付支援

支援希望例

・被災学生が多いので就学支援のための奨学基金創設

・津波によって被害にあった図書の整備

・スクールバスの購入費用

支援申出例

・漁業振興のため水産研究へ支援寄附をしたい。

・津波による防災機能の強化や広域防災体制についての研究支援

45学校法人 総額22,970,000円の寄付支援が実現
（平成25年3月31日現在）

私学事業団の募金支援 『私立学校寄付金支援ポータルサイト』
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◎熊本地震により被災された

私立学校へ寄附支援

寄付支援事例②
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私学事業団の募金支援 『私立学校寄付金支援ポータルサイト』



◎熊本地震により被災された私立学校へ寄附支援

寄付支援事例②
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私学事業団の募金支援 『私立学校寄付金支援ポータルサイト』



私学事業団の寄付事業 『若手・女性研究者奨励金』
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その1本が、未来をつくる

私学事業団の寄付事業 『若手・女性研究者奨励金』



2016年度～

2011年度～

（2016年度～）

（2015年度～）
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個人からの寄付金 『税額控除』の導入
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（1） 税額控除方式

（2） 所得控除方式

以下の計算式より「寄付金控除」として所得税から控除されます

（寄付金合計※1 － 2,000円） × 40％ ＝ 控除額※2

※1 年間所得金額の40％に相当する額が限度
※2 所得税額の25％が限度

以下の計算式より「寄付金控除」として所得税から控除されます

（寄付金合計額※3 － 2,000円）×所得税率 ＝控除額※4

※3 年間所得金額の40％に相当する額が限度
※4 所得税率は年間の所得金額によって異なります。

≪特徴≫

所得税率に関係なく所得税額
から直接控除される。

特に小口の寄付金支出者へ
の減税効果が高い。

≪特徴≫

各寄付者の所得に応じた
税率を寄付金額に乗じる。

所得金額＜寄付金額 の
場合に減税効果が高い。



個人からの寄付金 『税額控除』の導入
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※ただし、実績判定期間内に設置する学校等の定員等の総数が5,000未満の事業年度がある場合、
当該事業年度の寄付者数は(ア)の通り計算し、かつ(イ)の要件を満たすこと。

実際の寄付者数×5,000

定員等の総数(当該定員等の総数が500未満の場合は500)
(ア)判定基準寄付者＝

(イ)寄付金額が年平均30万円以上

①寄付金収入金額が経常収入金額の20％以上
または、

②3,000円以上の寄付金を支出した者(判定基準寄付者数) が年平均100人以上

≪平成27年度税制改正≫

≪緩和後の要件≫

実績判定期間内に、定員等の総数が
5,000未満の事業年度がある法人は、
定員等に応じて要件が緩和。

寄付募集に取り組む規模の小さな学
校法人が税額控除の対象になりやす
くなった。



個人からの寄付金 『税額控除』の導入
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「慶應義塾へのご支援のお願い」より


